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　大学（短大・高専も）と専門学校と
の違いは、教養教育の有無にある。そ
れは単なる制度上の違いにとどまら
ず、大卒の人間に求められる（あるい
は大卒の人間が求める）ものの違いだ
と言ってもよい。「大卒の人間に求め
られる」という意味は、単に産業社会
が求める人材を指すものではない。大
学教育を修了した人間が生きる社会
的・歴史的なポジションに鑑みて必要
とされる、あるいは先人たちが必要と
認識した人間像、共通の知の基盤とい
う意味として捉えるべきであろう。
　1991年の大学設置基準の大綱化以
降、各大学は自学の教養教育のあり
方について模索を続けてきた。昨今は
それに加え、大学が自主的に、あるい
は政策誘導の結果として大学改革を
進め、教養教育の充実に向けた取り

組みを展開している。３つのポリシー
（AP、CP、DP）に関連付けた教養教
育のポリシー（主にCP、DP）の設定
や、教養教育における到達目標を定め
た「〇〇大学スタンダード」等の設定
も、そのような展開の中に位置付けら
れるであろう。先人が必要と認識した
人間像、共通の知の基盤について、各
大学が現代的な価値に基づく再構築を
模索している段階といえる。

　教養教育においてどのような人間を
育成するのか、専門教育と一般教育に
おいて、それをどのように実現するの
かの理念については、藤田英典氏の論
考（本誌 p.４−６、ならびに日本学術
会議における提言＊1）をご参照いただ
きたい。本稿では、各大学がどのよう
に教養教育を成立させ、構築しうるの

かについて検討したい。
　教養教育をどのように展開し、学生
に学ばせていくのかについては、教養
教育のポリシーを策定するだけでは意
味がない。教養教育の成立には、教員
の実態（専門性の構成、各教員の教育
力等）に加え、学生の実態（既有の知
識技能、学習目的、学習意欲、資質・
能力等）が関わってくる。そして、大学
内の教育・学習環境の実態（ eラーニ
ング、学習支援システム、ラーニング
コモンズ、図書館、教室環境、教員・
学生の比率、e ポートフォリオ等）もま
た教養教育の質を決定する成立要件と
なる。
　さらには、これら学内の要件（教員
の実態、学生の実態、教育・学習環境
等）は閉じたシステムとして存在する
わけではなく、学外の要件（地域社会
の実態、他大学との関係等）と相互に
影響し合う開いたシステムとして成立
すると考えるべきである（図表）。学
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わが国の大学における教養教育のあり方は長年議論されているが、
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実践と結びついた教養教育を構築し、学生を学びへと誘う必要性を説く。
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　● 特集　“自らを成長させ続ける装置”を埋め込む　教養教育の現在

らば、現在のような教養教育改革の必
要性が声高に叫ばれることもなかった
かもしれない。しかし、結果はそうなら
なかった（ではどうすべきかという筆
者の考えは後述する）。
　「そうならなかったもの」を「そう
なるようにする」ことは、決して容易
ではない。教養教育における英語力の
重視、ボランティアやサービスラーニ
ングによる市民性の育成、実践的な知
の育成等、コンピテンシー型教養教育
は、学問領域に共通する知の基盤をふ
まえた、「大卒の人間に求められる」
実践知を育むものとなるのか。能力修
得のための脱文脈化されたトレーニン
グ・プログラムなのか。前者への期待
を込めて注視していきたい。

　「カリキュラム」という概念には、
「学習者に与えられる学習経験の総
体＊4」という定義がある。この定義に
沿うならば、教養教育がカリキュラム
として成立するためには、「何を育成
したいのか」「何を教えたのか」だけ
でなく、「それがどのように学生に学
ばれたのか」「どのような学生に、どの
ように作用したのか」が問われなけれ
ばならない。それは、カリキュラムを作
成する際に学生の意見を取り入れるこ
とにとどまらず、作成されたカリキュラ
ムを学生がいかに学び、自らのものと
していかに再構築したのかを重視する
ことを意味するのである。
　そのような機会を保証するため、筆
者はこれまで「教養とは何か」「教養
教育で何を身に付けるのか」につい
て、教養・教養教育の歴史的・社会的

背景、そしてその大学の教養教育の理
念や実態もふまえながら、学生と共に
考える対話型授業を行ってきた。
　そこでは、学生は、大学とは何か、
教養とは何か、教養教育とは何かにつ
いて理解を深めながら、自らが大学で
身に付けたい教養を考える。そして、
眼前にある教養教育の科目や課外活動
を通じて、大学で身に付けたい教養の
うち何がこれまでに育まれたのかを省
察し、何を今後育むことができるのか
を考え、自らのカリキュラムを具体的
に構成していく。さらに、他の学生が
創り出す教養観や教養教育のカリキュ
ラムと接触し、自らを相対化・再構築
する。
　教員である筆者もまた、そこでの学
生との対話、実態の把握を通して、こ
の大学の意義、教養教育の意義、カリ
キュラム構成等について考えさせられ
るのである。
　京都市立芸術大学の学長である鷲田
清一氏は、大学で学ぶ理由について、
①これまでずっと知りたかったものを
知るため、②これまでそのような問い
が存在することさえ知らなかったもの
を知るため、③人として知っておかね
ばならないことを知るため、と分類し
ている＊5。
　そして、この３つの類型に関して鷲
田氏は、次のように述べる。知的好奇
心にあふれる学生の多くは、まずは第
一の理由で入学して来る。その一部
が、第二の理由に目覚める。そして、さ
らにその一部が、第三の「教養」の重
大さに気づく。
　鷲田氏が「人として知っておかねば
ならないこと」を「『教養』の重大さ」
と表現する理由は、教養が単に学習者
自身の「知りたい」思いを超えて、先

人が必要と認識した人間像、共通の知
の基盤であり、学習者に「願う」知で
あるからではないだろうか。
　鷲田氏による大学で学ぶ理由は、大
変参考になる分類であるが、「知的好
奇心にあふれる学生」を出発点にして
おり、かつ「その一部」「その一部」と
いう具合になると、教養の重大さに気
づくのは、現在の大学ではほんの一握
りの学生のみということになってしま
う。「重大さ」という次元であれば仕
方ないのかもしれないが、多少の必要
性やおもしろさという次元であれば、
ほんの一握りの学生だけではなく、多
くの学生を誘えるのではないだろう
か。
　そこでは、教養・教養教育に関する
教員同士、教員と学生、学生同士の対
話、絶えざる議論が大切だと考える。
「人として知っておかねばならないこ
と」を、先人である教員が過去の知見
を参考にしながら、願いを込めて伝え
る。多様な教員がそれぞれの専門性を
通して、教育・学習環境を生かして、
大学外のシステムとも連関しながら伝
える。そして、学生がどのように解釈
し実践するかを見届ける。それを受け
て、教員（集団）は、教える目的・内
容・方法を再構成する。このような回
路を作り出すことが、教養教育の構築
には欠かせないのではないだろうか。
　このような教養教育を担う者とし
て、実践知にまでしっかりと手を伸ば
している学問知を扱える、各学問領域
のプロフェッショナルが中核であるべ
きことは言うまでもない。そのような教
員および教員集団が、一人でも多くの
学生が教養の持つおもしろさ、重大さ
に気づくよう誘ってくださることに、本
稿が貢献できるなら幸いである。

外のシステムとの関連には、例えば、
地域社会や企業の協力を得て行うサー
ビスラーニングやインターンシップ、
複数の大学が共同で行うeラーニン
グ、MOOC、大学コンソーシアムや大
学間連携による共同授業等が挙げられ
よう。
　大学の持つ総合力とは、これらの要
件を関連させ、ユニークで魅力的な新
しい教養教育を多様に展開することが
できるかどうかである。私たちには、ま
だまだ生かしきれていない潜在的な力
が山ほどあるのかもしれない。
　2018年問題が叫ばれる中、大学間の
競争が激しくなることが予想される。
しかし、個性・特色を持つ教養教育を
展開する大学同士が協働することに
よって、よりユニークで魅力的な新し
い教養教育を創造できるようになるこ
とは、図表の成立要件から想定される
教養教育の多様性からも明らかであろ
う。

　昨今の大学教育改革は、「社会的要
請」にいかに応じるかという挑戦であ
るといっても過言ではない。先日も国
立大学の、主に文学部や社会学部など
人文社会系の学部と大学院について、
社会に必要とされる人材を育てられて
いなければ、廃止や分野の転換の検討
を求める内容の通知が文部科学省から
出されたことがニュースになった＊2。
　本稿では、主に、「コンピテンシー」
の育成という社会的要請が及ぼす影響
について確認する。その前提として、
コンピテンシーを、「知識・技能をいか
に活用するか・活用しようとするか」と

いう概念として捉える。
　筆者は、コンピテンシー型教養教育
の問題点を「脱文脈化と自己目的化」
「適応主義化」「個人化・シミュレー
ション化」という３つの観点から検討
した＊3。
　脱文脈化とは、多様な学問領域に共
通する知の基盤や知的技法が、ある特
定の学問領域の知識・技能から切り離
され、パッケージ化された基礎トレー
ニング・プログラムとして実施される
ことを指す。自己目的化とは、「何のた
めに学ぶのか」という問いから学習活
動が切り離され、それを学ばせること
自体が最大の目的となることを指す。
　適応主義化とは、「何のために学ぶ
のか」を問わなくなり、社会において
求められる人材というニーズへの適応
が至上命題となることを指す。
　個人化とは、教養を身に付けている
程度に関する責任が個人のみへと還元
されてしまい、その個人の置かれた環
境や教育者側の責任が隠ぺいされてし
まうことを指す。また、シミュレーショ
ン化とは、例えば、脱文脈化し、パッ
ケージ化された知を学習して、よい成
績をとることをよしとする学習者や、

それをもって学生が教養を身に付けた
と判断する教育者を作り出してしまう
状況を指す。
　コンピテンシー型教養教育を展開
する際には、これらの問題をふまえる
こと、そして、その場その場の実用性
に振り回されることなく、「教養とは
何か」「その社会的要請に応えるべき
か」を問うことが大切になるであろう。

　コンピテンシー型教養のように、教
養が特定の、もしくは多様な学問領域
の知識技能の内容そのものではなく、
それをいかに活用するか・活用しよう
とするかを含んだものであるというこ
とは、決して目新しい議論ではない。
教養は、たとえ哲学であれ、文学であ
れ、数学であれ、実践と切り離された
知であることはなく、常に、社会・世界
に対する「問い」に基づく解釈によっ
て、社会・世界と関わる実践とつな
がっているのである。
　これまで、教養教育がそのような実
践知を育む場として機能してきたのな

【図表】教養教育を成立させる学内・学外のシステムの例示
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＊３　松下佳代編著『＜新しい能力＞は教育を変えるか—学力・リテラシー・コンピテンシー』第３章、杉原真晃「＜新しい能力＞と教養—高等教育の質保証の中で」（2010年、ミネルヴァ書房、 p.108−138）

＊４　文部省大臣官房調査統計課（編）『カリキュラム開発の課題—カリキュラム開発に関する国際セミナー報告書』（1975年、大蔵省印刷局）
＊５　鷲田清一『パラレルな知性』（2013 年、晶文社、p.84−85）
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